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歳
出
予
算
の
う
ち
義
務
的
経
費
は
、そ
の
支
出
が
義

務
づ
け
ら
れ
任
意
に
節
約
が
で
き
な
い
経
費
の
こ
と
で
、

歳
出
予
算
総
額
の
4
3.
9
％
を
占
め
て
い
ま
す
。こ
の

う
ち
人
件
費
は
、職
員
の
定
員
適
正
化
計
画
の
推
進
や

給
与
制
度
の
見
直
し
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
に
比
べ

6,
6
0
1
万
4
千
円
、1.1
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
が
、

扶
助
費
は
子
ど
も
手
当
の
拡
充
な
ど
に
よ
り
、2
億

1,
8
3
8
万
4
千
円
、7.1
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
公
債
費
に
つ
い
て
は
、前
年
度
に
比
べ
6,
6
5
9
万

9
千
円
、率
に
し
て
2.2
％
の
増
の
31
億
5,
3
2
5
万
4

千
円
と
な
っ
て
お
り
、市
債
残
高
は
平
成
23
年
度
末
に
は

約
2
6
8
億
5,
0
0
0
万
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。 

　
道
路
や
施
設
な
ど
の
整
備
に
要
す
る
投
資
的
経
費
は
、

前
年
度
に
比
べ
1.2
％
の
増
で
す
。こ
れ
は『
三
豊
市
新
総

合
計
画
』第
3
期
実
施
計
画
に
掲
げ
る
防
災
行
政
無
線

整
備
、学
校
空
調
設
備
整
備
、三
野
保
育
所
や
学
校
給
食

セ
ン
タ
ー
整
備
を
は
じ
め
、個
人
設
置
型
合
併
浄
化
槽

の
整
備
、市
道
の
整
備
な
ど
、市
民
サ
ー
ビ
ス
根
幹
施
設

を
整
備
し
「
“豊
か
さ
”を
み
ん
な
で
育
む
市
民
力
都
市
・

三
豊
」
を
実
現
す
る
た
め
、限
ら
れ
た
財
源
の
重
点
的
か

つ
効
果
的
配
分
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。 

　
そ
の
他
経
費
の
う
ち
物
件
費
や
補
助
費
等
に
つ
い
て

は
委
託
料
や
賃
金
の
増
、各
種
補
助
制
度
の
新
設
な
ど

に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
、そ
れ
ぞ
れ
4.1
％
増
、8.0
％
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。 

　
▼
問
い
合
わ
せ
　
財
政
行
革
課
　
☎
73
・
3
0
1
1

　
歳
入
予
算
の
う
ち
、市
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
市

税
な
ど
の
自
主
財
源
は
、歳
入
総
額
の
3
5.
5
％
で
あ

り
、こ
の
う
ち
市
税
は
、市
民
税
の
減
収
に
よ
り
、前
年
度

に
比
べ
0.5
％
の
減
、諸
収
入
に
つ
い
て
は
、文
化
会
館
管

理
交
付
金
と
い
っ
た
臨
時
的
収
入
が
な
く
な
っ
た
こ
と
か

ら
前
年
度
に
比
べ
9.6
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

繰
入
金
に
つ
い
て
は
、公
共
施
設
整
備
基
金
か
ら
3
億
円
、

市
の
「
貯
金
」
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
か
ら
2
億

8,
2
2
9
万
8
千
円
、そ
の
他
特
定
目
的
基
金
か
ら
2

億
1,
6
2
3
万
2
千
円
を
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
平
成
23
年
度
末
の
財
政
調
整
基
金

残
高
は
58
億
7,
0
3
1
万
1
千
円
と
な
る
見
込
み
で

す
。 

　
ま
た
、国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
割
り
当
て
ら
れ

た
り
す
る
依
存
財
源
は
、歳
入
総
額
の
6
4.
5
％
を
占

め
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
地

域
活
性
化
・
雇
用
等
対
策
費
の
創
設
や
地
方
財
政
計
画

を
考
慮
し
、前
年
度
に
比
べ
1
億
円
、1.0
％
の
増
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。 

　
一
方
、市
の「
借
金
」で
あ
る
市
債
に
つ
い
て
は
、臨
時
財

政
対
策
債
や
合
併
特
例
債
な
ど
交
付
税
措
置
の
あ
る
有

利
な
も
の
に
限
定
し
、前
年
度
に
比
べ
1,
8
8
0
万
円
、

0.9
％
増
の
21
億
5,
7
3
0
万
円
を
発
行
す
る
こ
と
と

し
ま
し
た
が
、引
き
続
き
基
礎
的
財
政
収
支
は
黒
字
を

堅
持
し
て
い
ま
す
。 

地域農産物利用促進センター事業特別会計 

商品券事業特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

国民健康保険診療所事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

介護サービス事業特別会計 

集落排水事業特別会計 

浄化槽整備推進事業特別会計 

港湾整備事業特別会計 

　　　特　別　会　計　合　計 

水道事業会計 

病院事業会計（永康病院・西香川病院） 

　　　企　業　会　計　合　計 

4,000万円 

2億1,340万円 

81億4,600万円 

1億9,860万円 

17億5,050万円 

65億3,000万円 

8,990万円 

1億6,400万円 

2億2,100万円 

2,190万円 

173億7,530万円  

21億4,352万2千円 

18億1,751万円 

39億6,103万2千円  

※（　）は前年度予算額との比較です 

人件費 

扶助費 

公債費 

普通建設事業費 
災害復旧費 

物件費 

補助費等 

繰出金 

積立金・貸付金・投資および出資金・予備費 

維持補修費 

投資的経費 

※（　）は前年度予算額との比較です 

市税 

地方交付税 

分担金・負担金、 
使用料・手数料 

財産収入・寄附金・ 
繰入金・繰越金 

諸収入 

県支出金 

国庫支出金 

各種交付金 

地方譲与税 

市債 

性質別 

一
般
会
計
は
対
前
年
比
3.1
％

増
の
2
7
6
億
4
千
万
円 

過
去
最
大
の
「
積
極
型
」
予

算
に 

主な新規事業  重点施策等一覧 
1.活気にあふれ、産業が躍動するまち（産業・雇用） 
　・定住促進事業　5,613万3千円 
　（若者の定住促進により、地域経済の活性化を目的と 
　する新たな補助事業を行う） 

2.豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち（環境・生活） 
　・新火葬場基本計画策定業務　346万5千円 

3.人々が助け合う、安全・安心なまち（安全・安心） 
　・消防屯所建替事業　500万円 

4.人々が支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち 
　（医療・健康・福祉） 
　・三野保育所建設事業　2億3,916万3千円 

5.豊かな心を育み、文化を発信するまち（教育・文化） 
　・学校等空調設備整備事業　3億1,817万4千円 

6.ともに考え行動する、自らが創るまち 
　（人権・住民自治・行財政） 
　・功労者表彰事業　573万円 


